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県内金融経済環境
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■沖縄県の概要

（出所）沖縄県
（出所）沖縄県、内閣府、総務省

2

日本の南端から東アジアの中心へ

人口増加率
0.40％ （全国2位 平成26年）

※全国1位 東京 0.68％

経済成長率予測
1.07％（全国1位 2007～20年実質
平均成長率予測〔日本 経済研究
センター〕）

1世帯あたり
貯蓄額

県民所得
（1人あたり）

210万円（全国ワースト1位 平成25年）

※全国 284万円 東京 450万円

519万円（全国ワースト1位 平成27年）

※1位 東京都 2,464万円
全国平均 1,805万円



-60

-40

-20

0

20

40

60

4/2月 6/2月 8/2月 10/3月 12/3月 14/3月 16/3月 18/3月 20/3月 22/3月 24/3月 26/3月 28/3月

日銀短観

全国 沖縄

■県内景気動向（日銀短観）

H28/3月
+46

H28/3月
+7

（業況判断ＤＩ：良い-悪い）

（出所）日本銀行 那覇支店

※26年12月より「新ベース」の数値にて作成

40を超える高水準
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■地方経済天気図（平成28年4月）

（出所）一般社団法人 全国地方銀行協会

沖縄
四国

東海

近畿

中国

九州

関東

甲信越

北陸

東北

北海道
晴

晴一部曇

曇

雨

曇一部雨

平成25年7月以来晴れ

沖縄のみ晴れ



■人口（将来推計、出生率）
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（1995年＝100）

（出所）2010年までは総務省国勢調査、平成2015年以降は国立社会
保障・人口問題研究所の推計結果(2014年3月）により作成
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（出所）厚生労働省
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（出所）2010年までは総務省国勢調査、平成2015年以降は国立社会
保障・人口問題研究所の推計結果(2014年3月）により作成

沖縄県の人口増加は当面続く



■世帯数推計
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所の推計結果(平成26年3月）により作成

世帯数は拡大が続く

ピーク
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■雇用情勢（完全失業率）

（出所）総務省労働力調査、沖縄県 7

8.5%
8.1% 8.4%

7.9%

6.8%
5.9%

4.6%
3.9%

5.3%
4.9%

4.3%
3.6%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

H17 H19 H21 H23 H25 H27

男性完全失業率推移
沖縄 全国

7.0%
6.3% 6.6%

5.6%
4.7%

4.2%

4.2%
3.7%

4.8%
4.2%

3.7%
3.1%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

H17 H19 H21 H23 H25 H27

女性完全失業率推移

沖縄 全国

雇用情勢は改善傾向
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■雇用情勢（日銀短観、実質現金給与総額）

（出所）総務省労働力調査 8
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（出所）日本銀行那覇支店「県内企業短期経済観測調査結果」

（「過剰」－「不足」・％ポイント）

人員不足

人員余剰

労働生産性向上がポイント



■地価

県内の地価は商業地、住宅地とも全国を上回って上昇
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（出所）国土交通省地価公示 9



■観光（入域観光客数）
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（出所）沖縄県入域観光客統計概況

＊ ( )内は構成比

？

10

台湾

34万人
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外国客の国籍別構成比入域観光客数
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■観光（外国人観光客空路・海路別）
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 定期海外路線(2015年度)

10路線
 那覇空港週間就航便数

2010年度 2015年度

30便 ⇒ 153便

（出所）沖縄県入域観光客統計概況

52 53 67 56
80

115

187
47 49

52 65

73

84

144

0 5
5 1

3

13

109

102
112

125 130

162

219

457

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

沖縄県内のクルーズ船寄港回数の推移

那覇港 石垣港 平良港 中城湾港 その他

 本部港クルーズ船寄港ニーズ調査実施

 2016年4月中城湾港に大型クルーズ船が
約10年ぶりに寄港

★トピックス

（回）

5倍に増加

計画実績

（出所）港湾管理者（沖縄県、那覇港管理組合、宮古島市、石垣市）からの
ヒアリングに基づき沖縄総合事務局が作成した資料を基に、当行にて作成。



■観光(那覇空港第二滑走路、MICE)

（予想）

12

総事業費 着工 工事完了

約1,980億円 平成26年1月 平成31年末

（出所）沖縄県

空港名 路線数

1 羽田 49

2 那覇 27

3 福岡 26

4 新千歳 26

5 伊丹 24

離着陸処理能力

現行 増設後

13.5
万回/年

18.5
万回/年

【那覇空港第二滑走路】
増加する航空需要に対応し、2,700ｍの滑走路を増設

 Mミーティング、インセンティブトラベル
⇒5,000人会議、分科会、併設展示会の同時開催が可能
⇒ディナー形式で4,000人の収容が可能

 コンベンション、イベント
⇒アジアや国内外の大型化する学会に対応

⇒展示場と多目的ホールを一体的に利用し展示スペース
約40,000㎡をとることが可能

⇒約27,000人規模のコンサートに対応



■沖縄振興予算
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（出所）内閣府

25年12月24日 安倍
総理の発言（抜粋）

現行の沖縄振興計画期間（平成24～33年度）においては、沖縄振興予算は
毎年3,000億円台を確保

(西暦)
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■県内プロジェクト（予定）

旧郵政古島団地跡地再開発

キンザー埋立地開発

航空機整備基地整備事業
スマートシティ開発

糸満市武富土地区画整理事業

糸満市・糸満市中央市場整備事業

フィッシャリーナ地区整備

土地区画整理

沖縄電力LNG発電所

モノレール延長整備

多目的アリーナ

ギンバル訓練場跡地利用

那覇市農連市場地区防災街区整備

ホテル

琉大病院

豊崎タウン・臨空港産業用地分譲

ホテル

ホテル

ホテル

ホテル

国際通り周辺ホテル等開発7件

ホテル
ホテル

ホテル

ホテル
ホテル

ホテル

ホテル

ホテル

本島

宮古島・下地島・伊良部島 石垣島・竹富島

那覇港総合物流センター

ホテル

ホテル

下地島空港活用

ホテル

ホテル 県立八重山病院

ホテル

ホテル

ホテル

ホテル

ホテル

アワセ土地区画整理事業

※本資料のプロジェクトは未決定の案件も含みます

公共事業 民間事業



28年3月期
決算の概況
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■決算ハイライト

損益

業容

Topics

連結：初の最終利益※100億円突破

単体：3期連続の増収増益

資金量が2兆円の大台を突破

㈱ＯＣＳを連結子会社化

※親会社株主に帰属する当期純利益 16



■決算の概要（単体）

3期連続の増収増益

28年3月期 27年3月期

前 期 比

経常収益 402 +15 387

業務粗利益 (a) 317 +5 312

経費 (b) 224 +4 220

実質業務純益 (c=a-b) 93 +2 91

ネット与信コスト (d) 13 ▲2 15

その他臨時損益 (e) 3 ▲1 4

経常利益 (f=c-d+e) 83 +3 80

当期純利益 50 +8 42

（単位：億円）

※前期比は表上計算
17



■決算の概要（連結）

28年3月期 27年3月期

前 期 比

経常収益 599 +49 550

経常費用 498 +44 454

経常利益 100 +5 95

特別損益 40 +35 5

うち負ののれん発生益等 43 +38 5

親会社株主に帰属する

当期純利益

103 +48 55

（単位：億円）

単体の要因のほか、OCSの子会社化等により増収増益

※「企業結合に関する会計基準」の改正により「連結当期純利益」は「親会社株主に帰属する当期純利益」に改正されています。

※前期比は表上計算
18
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■当期純利益の単体・連結差異要因

OCSの連結子会社化等により連単倍率は2.04倍

+5,279百万円
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■当期純利益の増減要因（単体）

実質業務純益の増加、与信コスト・法人税の減少等により増益
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■貸出金（単体）
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個人向け・法人向けとも順調に増加

22

県内

6.3％



■貸出金（事業性・消費性）
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製造業 その他
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住宅ローン その他ローン

事業性・消費性とも順調に増加

＊個人事業性貸出の取扱いが異なることからＰ22■貸出金の「法人」とは一致しない ＊個人事業性貸出が含まれないことからＰ22■貸出金の「個人」とは一致しない



■利回りの推移（単体）

＊「貸出金利回り（全国地銀）」は全国地方銀行協会資料より作成
24
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（百万円）

貸出金利息増減推移

残高要因 利回り要因 貸出金利息前年同期比増減額

貸出金利回り低下も残高増加要因で利息収入は2期連続増加

2.50%
2.41%

2.29%

2.14%
2.02%

1.94%
1.82%

1.71%
1.59%

1.47%
1.40%

1.31%

0.28% 0.26%
0.15% 0.10% 0.09% 0.09%

0.75%

0.60%
0.50%

0.58% 0.55% 0.57%

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

23年3月期 24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

利回りの推移

貸出金利回り 貸出金利回り（全国地銀）

預金利回り 有価証券利回り

【参考】27年度中間期



■預金（単体）

法人をはじめ個人・公金等幅広く増加し、2兆円を突破
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（億円） 預金残高（末残）の推移

個人 法人 公金その他 伸び率（右目盛）
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455 380 
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699
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645

808

1,646 

1,507 
1,511 

1,625 1,604 

0

500

1,000
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2,000

24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末 28年3月末

（億円） 預り資産の推移

国債 投資信託 一時払保険

■預かり資産（単体）

＊一時払保険：一時払個人年金保険、一時払終身保険、一時払医療保険
＊24年3月末以前と25年3月末以降とでは、一時払保険の集計方法が異なるため単純に比較できない。

一時払保険は増加したが、投信、国債残高は減少

販売額の累計
ベース

残高ベース

一時払保険の集計方法

26



■有価証券（単体）
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2,515 
2,792 2,629 
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2,040 1,875 

1,518 

161 126 

131 
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（年）（億円）

有価証券残高（末残）の推移
国債 社債

地方債 その他（外国債券等）

円貨債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ(右目盛り）

国債の償還等により残高減少するも収益は順調に増加
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有価証券関連収支の推移
利息配当金 債券5科目尻 株式3勘定尻 合計



■経費（単体）

100 101 101 99 98

101 101

104

107 110

11 11 11 13 14
213 214 217 220 224

74.73%

73.13%

71.72%
70.64% 70.69%
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24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

（億円）

経費およびOHRの推移

人件費 物件費 税金 OHR（右目盛り）

物件費、税金の増加により増加、OHRはほぼ横ばい
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■与信コスト・開示債権（単体）
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35

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

（億円）

ネット与信コストの推移

償却債権取立益 その他処理額
貸出金償却額 個別貸倒引当金繰入額
一般貸倒引当金繰入額 合計
ﾘｽｸ管理債権に対する引当率（右目盛）
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開示債権の推移

要管理債権 危険債権

破産更生債権 開示債権比率(右目盛）

与信コスト・開示債権とも低位推移



■自己資本比率（単体）

906 923
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1,022 
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自己資本比率の推移

自己資本額 自己資本比率（右目盛）

劣後債償還による自己資本額の減少で自己資本比率は低下

9,221 
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10,177 

11,671 11,685 
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（億円）

リスクアセットの推移

＊26年3月末よりバーゼルⅢ国内基準にて算出しております。
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■29年3月期業績の見通し（単体）

29年3月期 28年3月期

予想 前期比 実績

経常収益 387 -15 402

経常利益 64 -19 83

当期純利益 43 -7 50

（単位：億円）

当期純利益は7億円の減少を予想

※前期比は表上計算
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■29年3月期業績の見通し（連結）

29年3月期 28年3月期

予想 前期比 実績

連結経常収益 590 -9 599

連結経常利益 77 -23 100

親会社株主に帰属する

当期純利益 49 -54 103

1株当たり年間配当金 35円 - 35円

（単位：億円）

負ののれん発生益の反動等により減益を予想

※「企業結合に関する会計基準」の改正により「連結当期純利益」は「親会社株主に帰属する当期純利益」に改正されています。

※前期比は表上計算 32



■ＲＯＥ・ＰＢＲ（連結）
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※各年3月末株価にて算出



りゅうぎんの戦略
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■長期ビジョン

お客様に3つの”S”（価値）
を提供

リードタイム”ゼロ”のサービス提供

お客様の“思い”に共感するパートナー

Sympathy
（共感力）

Sympathy
（共感力）

Speed
（スピード）

Speed
（スピード）

お客様から選ばれ、

地域から圧倒的な支持をいただける

りゅうぎんグループ

地元に精通した銀行ならではのソリューション

Solution
（問題解決力）

Solution
（問題解決力）
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■中期経営計画（H27.4－H30.3）

Shared Value 2015
～グループ総合力の発揮による顧客提供価値の確立～

成長戦略を後押し

法人ビジネス戦略
成長戦略

顧客との強固なリレーション
構築による総合取引の推進

～顧客リレーションを最大化する

観点からのBPR・組織見直し～

～ 情報を活用した

ビジネスチャンスの創出～

～人材の戦略的再構築と

ダイバーシティーの推進～

～グループ機能を活かした

ワンストップサービスの提供～

機能戦略

IT・人材の強化等による
価値創出機能の再構築

個人ビジネス戦略

～成長分野サポートと

総合ソリューションの提供～
～オムニチャネル化による

ライフプラン営業態勢の確立～

グループ戦略

IT・営業情報戦略

組織・BPR戦略 人材戦略

36



■マイナス金利を踏まえた28年度の重点課題

中計施策の“前倒し実現”

資金需要の喚起
貯蓄から投資への流れ

促進
収益源の多様化

重点課題Ⅱ重点課題Ⅰ 重点課題Ⅲ

現場力の強化
重点課題Ⅳ

お客様の事業への理解に基づき、
お客様の成長につながる資金を
しっかりと供給

お客様のライフプランに応じた
最適なポートフォリオを
営業店・本部機能が連携して提案

新たな業務や従来と異なる層を
ターゲットとするなど、
当行のビジネスフィールドを拡大

当行の強みである県内最多の
チャネルを通じて、
当行グループの取引価値を提供

異次元緩和の負の影響に対処しつつ、政策を後押しすることで収益向上を目指す！

37



医療経営士試験の合格者数は100名を突破!!

■法人ビジネス戦略（医療・福祉分野）

医療経営に精通した人材の育成

医療セミナーの開催

少子高齢化を踏まえ、医療・福祉分野への支援態勢を強化

47
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医療経営士および貸出金残高推移
医療経営士2級 貸出金(右目盛り)

（億円）（人）

24年12月

医療福祉推進グループ設置

※県内医療機関合格者と合同で祝勝会を開催
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■法人ビジネス戦略（販路拡大支援）

他行庫との合同開催や商談会参加により海外展開をバックアップ！

第4回 沖縄のみりょく

（味×観）発信商談会

香港美食商談会

～山形・八十二・武蔵野・琉球～

その他共催

長野県、長野県中小企業振興センター、山形県国際経済振興機構

2015 Japanese Foods“Premium”

Trade Fair

主催：JTB西日本

台湾

2015年10月

シンガポール

2015年12月

香港

2016年2月
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40

海外展開における様々なニーズに対応できる体制を構築

日本アジアハラール協会

沖縄県商工労働部
アジア経済戦略課

ハラル
ビジネス
支援

海外展開
支援

職員派遣
外国銀行
提携先

沖縄県香港事務所沖縄県香港事務所

Asia Creative Works 
Pte Ltd

ジェイ・ウィル・
インターナショナル

日本貿易保険（NEXI）

DBJアジア金融センター

あいおいニッセイ
同和損害保険

あいおいニッセイ
同和損害保険

三井住友海上火災保険三井住友海上火災保険

東京海上日動火災保険東京海上日動火災保険

中国信託ホールディングス
（台湾）

ベトコムバンク（ベトナム）

メトロポリタン銀行
（フィリピン）

メトロポリタン銀行
（フィリピン）

カシコン銀行（タイ）

マレーシアハラル
コーポレーション
マレーシアハラル
コーポレーション

ブランド総合研究所ブランド総合研究所

ハラル・ジャパン協会

■法人ビジネス戦略（海外ネットワーク）



締結日：平成28年2月26日

■法人ビジネス戦略（地方創生① ）

締結日：平成28年1月26日

特産品開発サポート

那覇市・琉球銀行共催
創業支援セミナー

那覇市との連携

与那原町との連携

41

あおぞら銀行との連携協定

アントレプレナー（創業者）の
支援・育成を実施

【学生部門】

チーム名：Let’s begin!!
（中部農林高校））

プラン名：「海洋未利用資源を活用
した高栄養野菜栽培の確立」

【一般部門】

チーム名:琉球食鶏

プラン名：「養鶏関連技術の集積による
沖縄養鶏産業の活性化」

◆ ビジネスマッチング ◆ 地域間連携
◆ 産官学金連携 ◆ 人材育成
◆ ファインスの高度化

【主な業務提携内容】



■法人ビジネス戦略（地方創生②）

多様な資金調達手段を提供

クラウドファンディングによる資金調達

当行のお客様
（サイバエージェント・クラウドファンディング）
「Makuake」サイトに掲載、賛同者の募集

リターン（プレミアムな物やサービスの提供

支援者

「Makuake」紹介

第1号案件

提携
希望利用者
の紹介

資金提供

42

＜スキーム図＞

プロジェクト案件概要
まぐろが生ハムに!?沖縄発
添加物を一切使用せずに
スモークした海の生ハム



研究テーマ：
植物工場で生産したレタスと露
地栽培レタスの品質比較

■法人ビジネス戦略（産学連携）

琉球大学との産学官連携協定

当行のネットワークを活用し琉球大学と地域企業をマッチング

研究テーマ：
フライアッシュ（石炭灰）を用
いたコンクリート用補修材の配
（調）合と耐塩害性をはじめと
した諸性能に関する研究

㈱ゼロテクノ沖縄 様県内第1号

案件

研究テーマ：
キビまる豚の他の豚肉に対する
優位性の検討

㈱農業生産法人 福まる農場 様

㈲神谷産業 様

43

研究成果



■個人ビジネス戦略(商品・サービスの拡充)

多様なニーズに対応した住宅関連ローン

お客様のライフプランに合わせて商品・サービスを拡充

平成27年2月
販売開始！

平成27年3月
販売開始！

平成28年3月
販売開始！

県内地銀初！

平成28年5月
対象地域を拡大！

平成27年9月
販売開始

県内地銀初！ 県内地銀初！

県内地銀初！
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 現金いらずで即決済
⇒ATMに並ぶ時間も時間外手数料もゼロに

 海外ATMで現地通貨引出し
⇒両替の手間がなく便利

 預金口座の範囲内で使いすぎの心

配がなく安心
⇒15歳以上(中学生を除く)の個人のお客様が対象

■個人ビジネス戦略（カードビジネス）

全国地銀の中でも先駆けとなる取り組み

27年10月 Visaデビットカード発売

発行枚数

2万枚
突破！

45

 利用額の0.2％を

キャッシュバック！！



■個人ビジネス戦略（非対面チャネル）

46

バックオフィスからプロフィットセンター（収益部門）への転換

非対面チャネルの営業力強化
⇒アウトバウンド推進によるお客様への積極的なご提案

座席数拡大 ＜36席 ⇒ 50席＞
⇒ローン申込件数増加にあわせ、全てのお客様に対応できる体制を整備

リフレッシュルームの設置
⇒働きやすい職場環境の構築



■IT・営業情報戦略

DBC

Mobile

27年5月 預り資産アーカイブ
全店稼動

26年5月 営業支援システム「BankNeo」稼動

26年2月～
iPad600台配布

27年4月モバイルプリンタ導入

職域

セミナー

営業店・ローンセンター

PC

自宅訪問

27年11月機能拡大

27年5月～
職域サイト開始

47

28年4月

iPhone約1,000台
行員に貸与

One to Oneマーケティングの進化 × ワークスタイルの変革



■グループ戦略

グループ総合力の発揮に向け更なる態勢整備

26年4月

琉球リースを
連結子会社化

27年4月

OCSを
100％子会社化

26年4月

りゅうぎん保証を
100％子会社化

琉球リース

ＯＣＳ

りゅうぎん保証

りゅうぎんディーシー
りゅうぎん総合研究所

りゅうぎん
ビジネスサービス

りゅうぎん
オフィスサービス

28年6月

りゅうぎんオフィス
サービスを
内製化予定
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ダイバーシティー推進
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24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末 28年3月末

（人） 専門資格者数の推移
FP1級
中小企業診断士
医療経営士
金融窓口サービス

■人材戦略

 弁護士 2名

 公認会計士 1名

 1級建築士 1名 他

※その他、システムエンジニア、

メガバンク出身者等を積極採用

専門人材の中途採用

人材の育成
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女性が管理職として活躍できる
雇用環境のさらなる整備

『女性リーダー部会』への派遣

主催：沖縄県経営者協会

チーフ制度の導入

復職者支援
『リスタート講座}

『女性活躍推進情報交換会』へ
の派遣 主催：じゅうだん会

外部講師を交えた懇談会

(講師：りそな銀行三浦氏)

朝方勤務(ゆう活)
の推奨

働き方改革キャリア支援

復職支援

管理職に占める女性職員を20名以上に
(計画期間：5年間)



■地域貢献活動
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地域社会への積極的な関与

紅型デザインコンテスト

ナイスハートバザール
※沖縄県福祉のまちづくり賞県知事賞受賞

琉球ゴールデンキングス スポンサー

那覇マラソン協賛・ボランティア

スポーツ
振興

スポーツ
振興

地域行事
支援

地域行事
支援

伝統文化
継承

伝統文化
継承

福祉活動
助成

福祉活動
助成



本資料に係るお問い合わせ先

株式会社 琉球銀行 総合企画部

Tel ：098-860-3787
Fax ：098-862-3672
e-mail ：ryugin@ryugin.co.jp

本資料は、お断りのない限り単体ベースのデータとなっています。

本資料は、公表データの作成要領に基づき、項目ごとに単位未満切捨てで表示しているた
め、項目ごとの値と合計とが合わない場合があります。

本資料には、当行に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する情報（将来情報）が
含まれています。これら将来情報は、あくまで平成28年6月3日現在において入手可能な情報
に基づいて判断されたものであり、将来の業績等を保証するものではありません。また、将
来情報の記述には一定の前提・仮定を使用しておりますが、かかる前提・仮定は客観的には
不正確であったり、将来実現しない可能性があります。その原因となるリスクや不確実性に
は様々なものが含まれますが、その詳細については当行の決算短信や有価証券報告書等をご
参照ください。なお、当行は本資料に含まれる将来情報の更新はいたしません。

■本資料について
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